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第 11 章 食事券利用者へのアンケート調査結果 

１．調査概要 

①調査対象：2022（令和 4）年 4 月半ばから直近 1 年間に、WEB により食事券を予約・購

入した人 

②調査期間：2022（令和 4）年 4 月 14 日～5 月 18 日 

③調査方法：WEB アンケート調査 

④調査内容 

Q１ 性別 

Q２ 年齢（年代） 

Q３ あなたは、普段平均で外食またはテイクアウトに一カ月あたりいくらお金を使いますか？ 

Q４ あなたは、今回の「Go To Eat キャンペーンくまもと」で合計いくら分の食事券を使用しまし

たか？ 

Q5 もし再びこのような制度があれば利用したいと思いますか？ 

⑤対象者数（アンケート調査票送付数）：69,977 名 

⑥有効回答者数：12,891 名（有効回収率：18.4％） 
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２．調査の結果 

（１）属性構成 

 回答者の男女別構成は、男性が 39％、女性が 61％であった（図表 11-1）。また、年齢別の

構成は 50 代が 31％で最も多く、次いで 40 代（28％）、60 代（22％）の順であり、40～60

代の中高年齢層が全体の 8 割以上を占めている（図表 11-2）。 

図表 11-1 回答者の男女別構成  図表 11-2 回答者の年齢別構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、男女・年齢別の構成を詳しくみると、男性は 50 代・60 代が多いのに対し、女性は 40 代・

50 代が多いという傾向がみられる（図表 11-3）。アンケート調査の回答者は、あくまでも利用者

の一部にとどまることから、上記の結果だけをもって安易な結論を導くことはできないものの、大きな傾

向として、「Go To Eat キャンペーンくまもと」の利用者は中高年年齢層が中心であり、その中で男

性は 50 代・60 代が、一方女性は男性より一世代若い 40 代・50 代が中心をなしたと推察するこ

とができる。 

図表 11-3 回答者の男女・年齢別構成（％） 
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（２）普段の月間平均外食額 

 普段外食またはテイクアウトに使っている月額の平均値は、「1 万円未満」が最も多く、これに「1

万円以上 2 万円未満（以下、「１～２万円未満」とレンジ表記する。他も同じ）」を加えた「2 万

円未満」の合計で全体の 76%を占める（図表 11-4）。 

図表 11-4 普段の月間平均外食費（合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 ただし、男性ではわずかながらではあるが、「１～2 万円未満」が「1 万円未満」を上回っており、ま

た「２～５万円未満」も女性を上回るなど、概して男性の方が外食にかける費用が多いという傾向

がみられる（図表 11-5） 

図表 11-5 普段の月間平均外食費（男女別） 

 

 

 

 

 

 

 年齢別には、基本的に大きな差はないが、その中で 40 代を中心としたファミリー層世代は、若者

や高齢者と比べ、外食費がやや多いという傾向がある（図表 11-6） 

図表 11-6 普段の月間平均外食費（年齢別） 
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 全体傾向を俯瞰するために、「1 万円未満」=5 千円、「1～2 万円未満」=15 千円、「2～5 万

円未満」=35 千円、「5～10 万円未満」=75 千円、「10～20 万円未満」=150 千円、「20 万

円以上」=250 千円の重みをつけた加重平均値を求めた結果を図表 11-7 に示す。全体の平均

は約 18 千円で、2019（令和 1）年の『家計調査』による熊本市の勤労者世帯の平均外食費

（給食費を除く「一般外食費」）15,423 円とほぼ同水準となった。属性別には概ね上記と同じ

傾向が示されており、男性は額でおよそ 5 千円、比率で 3 割強、女性よりも高くなっている。 

図表 11-7 普段の月間平均外食費（加重平均値、単位：千円） 

全体 
男女別 年齢別 

男性 女性 30 未満 30 代 40 代 50 代 60 代 70 以上 

18.0 21.2 16.0 14.8 18.3 19.0 18.7 16.2 16.3 

（３）「Go To Eat キャンペーンくまもと」での合計食事券利用額 

 今回の「Go To Eat キャンペーンくまもと」で利用した食事券の合計額は、「2～5 万円未満」が最

も多く、「5～10 万円未満」がこれに次ぐ（図表 11-8）。男女別には大きな差はないが、「5～10

万円」使ったという人は、男性よりも女性の方がやや多い（図表 11-9）。 

 なお、上述した「普段の月間平均外食費」と同様の方法で求めた加重平均値は、全体平均で

62.2 千円、男性が 64.6 千円、女性が 60.7 千円となる。また、これを普段の平均外食費の結

果と照らし合わせて、普段の平均の何か月分を今回のキャンペーンで利用したかをみると、全体平

均で 3.5 か月分、男性では 3.1 か月分、女性では 3.8 か月分となり、女性の方がより積極的に今

回のキャンペーンを利用した様子をうかがうことができる。 

図表 11-8 今回キャンペーンでの食事券利用額（合計） 

 

 

 

 

 

 

図表 11-9 今回キャンペーンでの食事券利用額（男女別） 
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 年齢別には、図表 11-10 ならびに図表 11-11 のとおりであるが、全体的傾向がより分かり易い

図表 11-11 に示した加重平均値ベースでみると、40 代を中心としたファミリー層世代が今回の

「Go To Eat キャンペーンくまもと」を最も積極的に利用したことが分かる。 

図表 11-10 今回キャンペーンでの食事券利用額（年齢別） 

 

図表 11-11 今回キャンペーンでの食事券利用額（年齢別加重平均値） 

 

 

 

 

 ただし、年齢別の動向は男女間でかなり異なっている。図表 11-12 に示すように、男性では 60

代以上の高齢者になると食事券利用額の加重平均値が低下していくものの、50 代以前では大き

な差はみられない。これに対して女性は、40 代をピークとした山型の分布を示している。つまり、上述

した「40 代を中心としたファミリー層世代が今回のキャンペーンを最も積極的に利用した」という傾向

は、女性が主役となって生み出したことになる。 

図表 11-12 今回キャンペーンでの食事券利用額（男女・年齢別加重平均値） 
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（４）今後の同様の制度に対する利用意向 

 もし今回と同様の制度があった場合の利用意向は、「利用したい」が 84％にのぼるというきわめて

高い支持を得た。さらに積極的な利用意向を示さなかった人においても、「割引率がもっと高ければ

利用したい」をはじめとする条件付き賛同が大部分で、「利用したくない」は 0.3％にとどまった（図

表 11-13）。 

 こうした傾向は、「割引率重視」が女性においてやや高いものの、属性別にみても大きな違いはみ

られない（図表 11-14、図表 11-15）。 

図表 11-13 今後の同様の制度に対する利用意向（合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 11-14 今後の同様の制度に対する利用意向（男女別） 
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図表 11-15 今後の同様の制度に対する利用意向（年齢別） 
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３．まとめ（利用者サイドからみた当キャンペーンの効果の評価） 

 今回のキャンペーンによる食事券の利用額をコロナ禍前の普段の平均外食費消費額と比較する

と、全体平均で 3.5 か月分に相当する。しかもこの間、飲食店の売上はコロナ禍によって大きな打

撃を余儀なくされてきた。『家計調査』による九州地方における勤労者世帯の一般外食費消費額

は、2019（令和 1 年）の 13,539 円から、2020 年（令和 2）年には対 19 年比 25％減の

10,107 円に、さらに 2021（令和 3）年には対 19 年比 33%減の 9,046 円にまで落ち込んで

いる。九州地方の中で大都市部の福岡県に続きコロナ禍の影響を大きく受けた熊本県は、2021

（令和 3）年の 5 月～6 月、同年 8 月～9 月、2022（令和 4）年の 1 月～3 月にわたり 3

回（延べ約 5 か月間）のまん延防止等重点措置が適用され、さらに県独自の措置もこれに加え

て発出されていた。 

 こうした事態を考慮すれば、普段の平均の 3.5 か月分に相当する食事券の利用があったことは、

県内の飲食店に少なからぬ活性化効果をもたらしたと推測することができる。 

 この結果だけをもって、当キャンペーンの定量的な経済効果を単純に推し計ることはできないが、定

性的な面では、とりわけ 40～50 代の女性の積極的な当キャンペーン利用の動向に注目される。 

 元来、男性あるいは若い世代は、勤務先でのランチ需要をはじめとする外食消費が高いという傾

向がある。従って、食事券の利用額の多寡だけで、キャンペーン効果を計ることはできない。 

 キャンペーンの効果とは大きく２つに分かれてくる。ひとつは旧来の需要をいかにして維持していくか

という視点である。勤め人のランチや若者のニーズなど、もともと外食志向が強い人たちがコロナ禍に

よって逡巡している状況に対して背中を押すというものである。ただし、これは従来から存在していた

需要の総量はもとのままで、それをいかにして維持していくかに主眼をおいた、いわば「後ろ向きの対

応」ということになる。 

 もうひとつは、危機バネを働かして新たな需要をいかに喚起するかという、いわば「前向きの対応」で

ある。元来潜在化していた傾向が強い中高年女性の利用拡大は、県内の外食需要の構造を変え、

将来的な発展の土壌を開拓する戦略課題となる。 

 図表 11-16 は、こうした戦略的効果を占う指標として、本キャンペーン期間 19 か月中の利用実

績が従来の消費額の何か月分であったかを見たものである。情報収集に長け、かつ行動力も旺盛

な「30 歳未満」の若者世代を除き、各世代とも女性が男性を上回っていること、なかでも従来外食

利用者が少なかった中高年齢女性の需要拡大に寄与したことは、本キャンペーンの大きな成果だと

評価することができる。 

 今後の同様の制度の実施に対する強い参加意向とも併せて、本キャンペーンがもたらした効果は

大きかったと評価してよいといえよう。 
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図表 11-16 従来の外食消費月額に対する本キャンペーンの利用実績（ヵ月分） 

    ※本キャンペーンの利用実績に対し従来（コロナ前）の消費額が何ヵ月分であったか 
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第 12 章 その他 

１．未換金の余剰金額内訳と使途について 

 GoToEat キャンペーンくまもと食事券の購入（発券）額とプレミアム額、換金額等を既存券と追加

券で分けて算出した内訳は以下のとおりとなる。（図表 12-1 参照）  

余剰金（総額：35,193,731 円）の利用方法については、現状決定はしておらず、今後熊本県

内自治体と協議のうえ利用目的や方法を検討していくこととなる。 

 

図表 12-1 余剰金計算表 

 

2．事業遂行にあたっての気づきやトラブル対応について 

食事券の販売について： 

事業開始直後には、食事券販売における最大のトラブルとなった食事券用紙切れが発生し、事務

局からファミリーマート店舗に架電で紙の在庫確認やファミリーマート運営本部との状況確認を行う等し

て利用者や加盟店への情報発信と早期事態収拾を図った。また、これ以降発券窓口であるファミリーマ

ートとの連携を強化し、密に情報共有を行うことで再発防止に努めた。特に購入者の急増が見込まれ

た販売一時停止終了後の販売再開時には、連日、食事券用紙の在庫状況や予約/発券数などの情

報共有を行い同様の問題を発生させない為の対策をファミリーマートと事務局の双方で実施した。 

 

また、インターネットや電子機器（発券に使う Fami ポート含む）の使用に慣れていない利用者から

対面販売をしてほしいといった要望も事業開始当初は多く届いたが、事業開始当初は WEB 予約を

推奨していたこともあり電話受付の存在を知らずに購入を諦めた利用者も少なからずいたかと思われる。

2021 年の夏頃までは「電話予約ができると知らなかった」という声が少数ではあるが届いていたが、地

元情報誌（熊本日日新聞やフリーペーパー）等の広告効果により、徐々に電話予約の存在も認知さ

れた。 

 

＃ 算式 金額（円/既存券） 金額（円/追加券） 金額（円/合計）

A 6,593,680,000 1,589,652,000 8,183,332,000

B 1,318,736,000 264,942,000 1,583,678,000

C =A-B 5,274,944,000 1,324,710,000 6,599,654,000

D 6,566,142,000 1,573,856,000 8,139,998,000

E 1,313,228,400 262,309,331 1,575,537,731

F =D-E 5,252,913,600 1,311,546,669 6,564,460,269

G =C-F 22,030,400 13,163,331 35,193,731

プレミアム利用分

支払額（ﾌﾟﾚﾐｱﾑ除く）

余剰金

プレミアム券面額

販売額（購入者支払分）

加盟店支払額

販売券面額

項目
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食事券の利用や換金について： 

熊本県では、常時変動する加盟店舗については特設サイト内で加盟店リストの情報提供を行ってい

たが、食事券販売の際と同様に、インターネット使用へ抵抗感がある一定の利用者層よりインターネット

以外の方法での情報提供の要望があった。その都度電話でのご案内や店舗の掲示物（加盟店ステッ

カー等）で判断して欲しい旨伝えたが、どうしても納得頂けない場合は郵送や FAX 等で加盟店一覧

を発送するケースもあった。 

  

 利用者対応については、購入した食事券の汚損や破損に関する問い合わせ対応が継続して発生し

た。ファミリーマートにおいては食事券に感熱紙を使用しているため、車のボンネットなど温度が高くなる場

所に長期保管していたり、消毒用アルコール液等に接触し印字が消えてしまう等のトラブルも多く発生し

た。可能な限り食事券を利用頂く方向で対応したが、GoToEat キャンペーンくまもとの食事券と判別で

きない物については換金ができないため利用不可としたケースもあった。 

 

 また、加盟店において汚損券や他県の GoToEat 券を受け取ってしまうケースが発生し、換金時のイ

レギュラー対応に繋がった。この場合も、可能な限り店舗の損失にならないよう、利用者と連絡が取れる

場合は店舗から連絡をとり現金と交換いただくなど、対応の仕方について再発防止に向けた指導を行っ

た。 

換金スケジュールは延長の度に設定し、メールや郵送等での情報発信を加盟店に行っていたが、独自

の換金ペースで発送されるケースも多々あった。2022 年 5 月の最終換金に 2020 年 10 月利用分

の食事券が換金されたケースでは、印字が薄れているものなども見受けられたため、次回同様の事業が

ある場合の対応策が必要であると感じた。 

 

換金スケジュールについては、事業開始当初の月 1 回が少ないとの加盟店の声を受け、2020 年 12

月より月 2 回に変更し、加盟店が利用者から食事券を受け取ってから最大約 40 日間以内に振込実

行が出来るよう改善を行った。 

 

広報活動については、地元新聞紙やフリーペーパー、テレビ CM、特設サイトを活用し幅広い世代にア

プローチするために試行錯誤したが、紙面離れやテレビ離れ、IT に不慣れな方々など層によっての特性

や思考の違いに悩まされた。こういった広報媒体の活用においては、利用者や事業者の目に触れる機

会がないことには情報の周知が難しいため、コールセンターでの案内の重要性を認識し、特に食事券の

一部利用制限の発令時や利用期間延長決定、食事券販売停止、および再開決定前後において

は、一層コールセンターでの電話案内を丁寧に行うよう努めた。 
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3．所感（事業総括） 

熊本県では、2020 年 10 月から 2022 年 4 月（食事券の販売、利用期間）までの期間、新型

コロナウイルス感染拡大により消費低迷に困窮する地元飲食店、及び関連事業者支援の為、飲食業

界の活性化に繋がるよう事業に取り組んだ。この期間中には、感染拡大に伴う営業時間短縮要請や

まん延防止等重点措置の適用により食事券販売の一時停止や利用制限（一定時間の食事券利

用を制限）等が幾度となく発生し食事券販売期間全体の半分以上に販売制限があったが、約 1 年

7 カ月の間に既存券と追加券をあわせて 112.5 万冊（食事券の券面額ベースで 120 億円）の予

約受付を行い、約 79 万冊（全体の 70.22％）を販売した。 

 

また、本事業開始当初に掲げていた、加盟店登録数目標 6,000 店舗と食事券発行額 75 億円

（既存券）の経済効果約 129 億円に対し、結果として、総登録店舗数は 3,351 店舗と目標値を

大幅に下回ったが、食事券を利用した利用者の総消費額は既存券と追加券利用分を合わせて 109

億 1,000 万円にのぼった（食事券利用総額約 81 億 4,000 万円、追銭額 27 億 7,000 万

円）。販売期間や一部利用に制限があった中での結果としては、県内飲食業界の需要、および経済

回復に貢献できたと考えている。 

 

加盟店においては他の支援金対応と並行して当キャンペーンの換金書類の準備を行うのは大変だとい

う声や換金回数が少ないといった意見もあったが、コールセンターでの書類作成に対するサポートや事業

開始直後に換金回数を増やすなど柔軟に対応するよう努めた結果多くの飲食店に参加いただいた。ま

た、当キャンペーンへの参加により新たな消費者の利用があった面や一部消費喚起につながった事により

加盟店からの支持も一定数得たと感じている。 

 

当キャンペーンにおいては、開始当初より利用者や地元飲食店の関心を得ており、特に複数回発生し

た販売停止期間や利用期間の延長決定前には、事業の延長や食事券販売の早期再開を希望する

声が多く届いた。食事券販売開始当初は、ファミリーマートでの販売において食事券の用紙切れが発生

するなど一時多くの利用者にご迷惑をおかけしたが、食事券の需要の高さをうかがえる場面が多くみら

れ、2022 年 4 月末の利用期間終了後も同様に再開を希望する声や類似の事業開始を求める連

絡が相次いだ。事業期間中には、食事券の販売や利用により感染拡大につながるのではといった声が

上がった時期もあったが、相対的にみて当キャンペーンを利用したいという利用者と、食事券を利用して

店舗に来てほしいという飲食店が多く、外食やテイクアウトの需要喚起や経済の活性化として効果的な

施策だったと思う。 

 

 


